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東彼杵町下水道事業会計予算書

長 崎 県 東 彼 杵 町



令和８年度予算の概要

　東彼杵町の下水道事業（公共下水道事業・農業集落排水事業・漁業集落排水事業）は、令和７年３

月末で供用開始人口４，１６５人、うち接続済人口３，５７７人（水洗化率８５．９％）となってお

り、引き続き接続に係る広報・啓発を行い、接続率の向上を図る。

　本年度は、公共下水道事業において令和７年度より実施している処理場汚泥処理設備更新工事を完

了させる。また令和９年度からの第２期処理施設更新計画に基づき、ストックマネジメント実施計画

を策定し、効率的・計画的な改築更新工事を行う。

　集落排水事業においては、令和５年度に実施した最適整備構想見直しを基に管路施設及び処理場の

更新事業のため、実施設計業務を実施する。

　



議案第２４号 令和８年度　東彼杵町下水道事業会計予算

(１)

(２)

(３)

(４)

２５８,５７４千円

第２項 営 業 外 費 用 ２８,４５４千円

特 別 利 益

第１款 下 水 道 事 業 費 用

第３項 特 別 損 失 ６千円

第４項 予 備 費

支　　　　　　　出

４千円

２６５千円

一 日 平 均 排 水 量

主 な 建 設 改 良 事 業

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

第１条

第２条

令和８年度東彼杵町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

業務の予定量は、次のとおりとする。

第３条 収益的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める。

３１４,１９１千円

５８,６５１千円

　（収益的収入及び支出）

公共下水道ストックマネジメント更新事業　２１５，５００千円

収　　　　　　　入

２５５,５３６千円

公共下水道事業計画変更事業　　１５，９７４千円

集落排水事業施設更新事業　　　８，４２６千円

　（業務の予定量）

２８７,２９９千円

第１項

第１款

第１項

第２項

第３項

営 業 費 用

１,５６０件

３４８,７３２㎥

９５５㎥

　（総 則）

接 続 件 数

年 間 総 排 水 量

-1-



　（債務負担行為）

支　　　　　　　出

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９７,６２８千円

第４項 出 資 金 ６７,５８８千円

第５項 基 金 繰 入 金 １千円

第３項 投 資 １千円

第１款 資 本 的 支 出 ３９３,３０４千円

第１款 ２９５,６７６千円

第３項 負 担 金 ３６,５３７千円

収　　　　　　　入

は当年度分損益勘定留保資金等９７,６２８千円で補填するものとする。）

　（資本的収入及び支出）

第４条

第２項 補 助 金 １２６,１５０千円

企 業 債 ６５,４００千円

資 本 的 収 入

第１項

事　項

１　東彼杵町水洗便所改造資金を東彼杵町
水洗便所改造資金融資あっせん及び利子補
給に関する規程(水道事業会計規程第22号)
に基づき、東彼杵町が指定する取扱金融機
関から町民が借り受けるにあたり債務者等
の債務不履行により取扱金融機関が損失を
被った場合に町が損失補償をすること

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

期　間

償還期限到来の日から
履行の日までとする

・損失補償の額
　取扱金融機関において、債務不履行によ
り回収不能となった金額とする。
　町は、取扱金融機関より、補償の請求が
あったときは、補償を決定し、補償金を支
払うものとする。

限　度　額

第２項 企 業 債 償 還 金

第１項 建 設 改 良 費 ２５０,８９５千円

１４１,７２３千円

６８５千円第４項 予 備 費
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　（企業債）

限　度　額期　間事　項

千円
６５，４００

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

３　東彼杵浄化センター維持管理業務委託
令和９年度から
令和１１年度まで

　全体業務費　　１２２，７７１千円
　令和　９年度　　４０，４０３千円
　令和１０年度　　４０，９０９千円
　令和１１年度　　４１，４５９千円

・利子補給の額
　東彼杵町水洗便所改造資金融資あっせん
及び利子補給に関する規程第12条に定める
額とする。

普通貸借
又は

証書発行
　４．０％以内

償還の方法

４０年以内（内据置５年以内）
ただし政府資金については、その融資条件
により、銀行、その他の金融機関の場合は
それぞれ債権者と協定するが、財政上の都
合により繰上償還、又は償還年限の短縮も
しくは低利債借替ができる。

２　水洗便所改造資金利子補給事業補助金
申請者の償還開始の日
から償還満了までの日
とする

起債の目的 限度額 起債の方法 利率

下 水 道 事 業
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　（一時借入金）

(１)

(１)

長崎県東彼杵町長 岡田　伊一郎
令 和 ８ 年 ３ 月 ５ 日 提 出

第７条 一時借入金の限度額は、１６０,０００千円と定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（他会計からの補助金）

２４,５７９千円職 員 給 与 費

同一款内における金額の流用

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第１０条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、９５,８６２千円である。
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（単位：千円）

1 ．下水道事業収益

1 . 営業収益

1 ．下水道使用料

2 ．受託工事収益

3 ．他会計負担金

4 ．その他の営業収益

2 . 営業外収益

1 ．受取利息及び配当金

2 ．他会計補助金

3 ．他会計負担金

4 ．国県補助金

5 ．長期前受金戻入

6 ．資本費繰入収益

7 ．消費税及び地方消費税還付金

8 ．雑収益

3 . 特別利益

1 ．過年度損益修正益

2 ．その他特別利益

4

3

1

1

11,143

3

101,602 一般会計繰入金

1

80,706 長期前受金収益化額

255,536

3

62,077 一般会計繰入金

1

1

122 申請手数料・検査手数料・督促手数料
更新手数料・新規手数料

314,191

58,651

58,527 下水道料金収入

令和８年度　東彼杵町下水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出

収 入

款 項 目 予定額 備考
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（単位：千円）

1 ．下水道事業費用

1 . 営業費用

1 ．管渠費

2 ．ポンプ場費

3 ．処理場費

4 ．総係費

5 ．減価償却費

6 ．資産減耗費

7 ．その他営業費用

2 . 営業外費用

1 ．支払利息

2 ．消費税及び地方消費税

3 ．雑支出

3 . 特別損失

1 ．減損損失

2 ．災害損失

3 ．過年度損益修正損

4 ．その他特別損失

4 . 予備費

1 ．予備費

265

265 予備費

1

3

1

1

6

1

28,454

27,752 企業債の支払利息等

701 消費税納付金

150,120 固定資産の減価償却費

2 固定資産の除却費

1

1

67,351 下水道終末処理場の維持管理
に関する費用

30,600 下水道事業の運営及び業務に
関する費用

287,299

258,574

10,499 マンホールポンプ場や管渠の
維持管理に関する費用

令和８年度　東彼杵町下水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出

支 出

款 項 目 予定額 備考
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（単位：千円）

1 ．資本的収入

1 . 企業債

1 ．

2 . 補助金

1 ．国庫補助金

2 ．県補助金

3 . 負担金

1 ．工事負担金

2 ．受益者負担金及び分担金

4 . 出資金

1 ．他会計出資金

5 . 基金繰入金

1 ．基金繰入金 1

67,588

67,588 一般会計出資金

1

33,785 下水道建設改良費に充てる
一般会計繰入金

2,752 下水道建設改良費に充てる
受益者負担金及び分担金

4,100 下水道建設改良費に充てる
県補助金

36,537

126,150

122,050 下水道建設改良費に充てる
国庫補助金

295,676

65,400

企業債 65,400 下水道建設改良費に充てる
企業債

収 入

款 項 目 予定額 備考

令和８年度　東彼杵町下水道事業会計予算実施計画
資本的収入及び支出
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（単位：千円）

1 ．資本的支出

1 . 建設改良費

1 ．下水道建設改良費

2 ．固定資産購入費

2 . 企業債償還金

1 ．建設改良企業債償還金

3 . 投資

1 ．基金積立金

4 . 予備費

1 ．予備費 685 予備費

1

1

685

141,723

141,723 企業債の元金償還金

250,895

250,895 下水道建設工事及び更新事業
に要する工事請負費等

0 マンホール鉄蓋購入

款 項 目 予定額 備考

393,304

令和８年度　東彼杵町下水道事業会計予算実施計画
資本的収入及び支出

支 出
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資金期末残高 ２１５,６０３,５９８

資金増加額（又は減少額） １４,２７３,１４９
資金期首残高 ２０１,３３０,４４９

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ８,７３３,２２９
他会計からの出資による収入 ６７,５８８,０００

その他の企業債による収入 ０
その他の企業債の償還による支出 ０

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ６５,４００,０００
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ １４１,７２１,２２９

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ６５,３９８,４５２
負担金等による収入 ３６,５３７,０００
国庫補助金等による収入 １２６,１５０,０００
有形固定資産の取得による支出 △ ２２８,０８５,４５２

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

利息の支払額 △ ２７,７５２,０００
業務活動によるキャッシュ・フロー ８８,４０４,８３０

小　計 １１６,１５９,８３０
利息及び配当金の受取額 △ ３,０００

未払金の増減額（△は減少） ０
未収金の増減額（△は増加） ０

受取利息及び受取配当金 ３,０００
支払利息 ２７,７５２,０００

貸倒引当金の増減額（△は減少） ０
長期前受金戻入額 △ ８０,７０７,１９７

賞与引当金の増減額（△は減少） ８,０００
法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ １,０００

固定資産除却費 ２,０００

当年度純利益又は当年度純損失（△） １８,９８５,０００
減価償却費 １５０,１１８,０２７

令和８年度　東彼杵町下水道事業　予定キャッシュ・フロー計算書
(令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで)

（ 単 位 ： 円 ）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー
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（単位：千円）

職員数の（）は、会計年度任用職員数を外数で記載

法定福利費には、法定福利費引当金を含めている

（単位：千円）

期末及び勤勉手当については、賞与引当金を含めている。

手当
の

内訳

退 職 手 当 特 殊 勤 務 管 理 職

手 当 手 当手 当 手 当 手 当 手 当 負 担 金 手 当 手 当
区分

扶 養 通 勤

１．総括（会計年度任用職員以外の職員及び会計年度任用職員）

住 居 期 末 勤 勉 時 間 外 児 童

本年度 156 0585 4,831 1,300 120

比　較 － 0(△1) 0 △ 1,936 △ 651 △ 2,587 △ 281 △ 2,868

前　年　度 － 3(1) 0 13,707 9,666 23,373 4,074 27,447

本　年　度 － 3(0) 0 11,771 9,015 20,786 3,793 24,579

給与費明細書

区分
職員数 給与費

法定福利費 合 計
特別職(人) 一般職(人） 報 酬 給 料 手 当 計

0

前年度 174 75288 5,534 1,300 120 2,172 3 0

2,020 3

0 0比　較 △ 18 △ 75297 △ 703 0 0 △ 152
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ア 会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

法定福利費には、法定福利費引当金を含めている

（単位：千円）

期末及び勤勉手当については、賞与引当金を含めている。

手当
の

内訳

区分
職員数 給与費

法定福利費 合 計
特別職(人) 一般職(人） 報 酬 給 料 手 当 計

本　年　度 － 3 0 11,771 9,015 20,786 3,793 24,579

前　年　度 － 3 0 11,823 8,893 20,716 3,634 24,350

比　較 － 0 0 △ 52 122 70 159 229

0

退 職 手 当 特 殊 勤 務 管 理 職

手 当

2,020 3 0

時 間 外 児 童

手 当 手 当 負 担 金 手 当

2,172 3

1,300 120

1,300 120

△ 152 0 0比　較 △ 18 297 △ 24 19 0 0

区分
扶 養 住 居 通 勤 期 末 勤 勉

手 当 手 当 手 当 手 当

0 4,831本年度 156 585

前年度 174 288 24 4,812
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イ 会計年度任用職員 （単位：千円）

（単位：千円）

管 理 職

手 当

0

0

0

手当
の

内訳

区分
職員数 給与費

法定福利費 合 計
特別職(人) 一般職(人） 報 酬 給 料 手 当 計

本　年　度 － 0 0 0 0 0 0 0

前　年　度 － 1 0 1,884 773 2,657 440 3,097

比　較 － △ 1 0 △ 1,884 △ 773 △ 2,657 △ 440 △ 3,097

△ 722 0 0

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当
区分

扶 養 住 居 通 勤 期 末 勤 勉 時 間 外 児 童

本年度 0 0 0 0 0 0

負 担 金 手 当

0 0

0 0

前年度 0 0 51 722 0 0 0 0

退 職 手 当 特 殊 勤 務

手 当

比　較 0 0 △ 51
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（単位：千円）２．給料及び手当の増減額の明細

△ 18

その他の増減分 140 異動及び昇給等による

　退職手当負担金

　期末勤勉手当 19

　住居手当 297

　通勤手当・費用弁償 △ 24

△ 152

手 当 122 制度改正に伴う増減分 △ 18 　扶養手当

１０月

職員数 ７月 １月

その他の増減分 △ 671 職員の異動状況

　現に在職する職員数

　本年度　３人　　　前年度　３人

（昇級期） （職員数） （昇級期） （職員数）

　 昇級期別 ４月

区　 分 増  減  額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　考

給 料 △ 52 給与改定に伴う増減分 241

昇給に伴う増加分 378

３人

平均昇給率　2.09％
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大  　学　  卒 232,000 - 232,000 -

　（２）　初任給

区　　　　　分 事務,技術職　（円） 技能労務職（円）
一 般 会 計 の 制 度

一　般　行   政   職    （円） 技能労務職（円）

高 　 校　  卒 200,300 - 200,300 -

令和　7  年　4 月　1 日 現 在

平　均　給　料　月　額　　（円） ３０９,７６７円 -

平　均　給　与　月　額　　（円） ３９１,５３９円 -

平　　 均 　　年 　　齢     （歳） ４０歳５月 -

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 事 務 , 技 術 職 給 料 表 技能労務職給料表

令和　8  年　4 月　1 日 現 在

平　均　給　料　月　額　　（円） ３２６,９７２円 -

平　均　給　与　月　額　　（円） ４０７,０８３円 -

平　　 均 　　年 　　齢     （歳） ４１歳５月 -

３．給料及び手当の状況

　（１）　職員１人当たり給与
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（単位：人、％）

課　 長
次　 長
主　 幹

理　 事事務・技術職
主事補
主　 事

主　 事
主　 査
係　 長

係　 長
参事補

課長補佐
参　　　事

　（級別の基準となる職務）

区　　分 １　　　級 2　　　級 3　　　級 ４　　　級 ５　　　級 ６　　　級 ７　　　級

計 3 100.0 計 － －

７級 0 0.0 ７級 － －

６級 0 0.0 ６級 － －

５級 0 0.0 ５級 － －

33.3 ４級 － －

３級 1 33.3 ３級 － －

区　　　　　　　　　分 事務・技術職 技能労務職

令和　7  年　4 月　1 日 現 在

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

２級 1 33.3 ２級 － －

１級 0 0.0 １級 － －

４級 1

－

５級 0 0.0 ５級 － －

計 3 100.0 計 － －

７級 0 0.0 ７級 － －

－

構成比

１級 0 0.0 １級 － －

４級 1 33.3 ４級 － －

３級 2 66.7 ３級 － －

令和　8  年　4 月　1 日 現 在

級 職員数（人) 構成比（％） 級 職員数

２級 0 0.0 ２級 －

６級 0 0.0 ６級 －

　（３）　級別職員数

区　　　　　　　　　分 事務・技術職 技能労務職
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（単位：人、％）

代表的な特殊勤務手当の名称 滞納徴収業務

支給対象職員の比率（％）
33.3 33.3 －

（令和8年4月1日現在）

区 分 全 職 種 事務・技 術職 技 能 労 務 職

給料総額に対する比率（％） 0.01 0.01 －

比 率 （B)／（A） 100 100 －

　（５）　特殊勤務手当

前

年

度

3 3 －

6号給 － － －

号 給 数 別 内 訳

2号給 － － －

3号給 － － －

4号給

－ － －

－

－

昇 級 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 3 3 －

比 率 （B)／（A） 100 100 －

職 員 数 （Ａ） 3 3

本

年

度

職 員 数 （Ａ） 3 3 －

昇 級 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 3 3

号 給 数 別 内 訳

2号給 － － －

3号給 － － －

4号給 3 3 －

6号給

　（４）　昇給

区 分 合計 事務・技術職 技能労務職
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（単位：月分）

（単位：月分）

通 勤 手 当 同 一 －

管 理 職 手 当 同 一 －

住 居 手 当 同 一 －

　（８）　その他の手当

区 分 一般会計の制度と異同 差異の内容

扶 養 手 当 同 一 －

　（７）　定年退職及び応募認定退職に係る職員手当

一般会計の制度 2.325 2.325

一般会計の制度
（支給率等）

同上 同上 同上 同上 同上

35年勤続の者 最高限度 その他の加算措置等 備考

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職

特例措置2～20%加算

区 分 20年勤続の者 25年勤続の者

4.65 有

前 年 度 2.300 2.300 4.60 有

備考
６ 月 １ ２ 月

本 年 度 2.325 2.325 4.65 有

　（６）　期末手当・勤勉手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
制度上の段階、職務の
級等による加算措置
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（単位：千円）

105,732

東彼杵町ストックマネジ
メント更新事業(処理場)

202,000

国庫補助金
企業債

受益者負担金
工事負担金

令和8年度50,000令和7年度202,000

東 彼 杵 浄 化 セ ン タ ー
維 持 管 理 業 務 委 託

63,778 令和8年度 31,889
令和5年度～
令和7年度

一般財源

債務負担行為に関する調書

事項 限度額
前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該事業年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

期間 金額 期間 金額 自己資金

東 彼 杵 浄 化 セ ン タ ー
汚 泥 収 集 運 搬 業 務

2,002 令和7年度 2,002 令和8年度 2,002 一般財源
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（単位：円）
１． 営業収益

下水道使用料
受託工事収益
他会計負担金
その他の営業収益

２． 営業費用
管渠費
ポンプ場費
処理場費
総係費
減価償却費
資産減耗費

３． 営業外収益
受取利息及び配当金
他会計補助金
他会計負担金
国県補助金
長期前受金戻入
資本費繰入収益
雑収益

４． 営業外費用
支払利息

５． 特別利益
過年度損益修正益
その他特別利益

６． 特別損失
減損損失
災害損失
過年度損益修正損
その他特別損失

27,679,000
0

27,679,000
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
当 年 度 純 利 益

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

(1) 29,399,000 29,399,000

0

(2) 1,000 4,000

(1) 1,000
(2) 1,000
(3) 1,000
(4) 1,000 4,000

237,343,000経 常 利 益
27,679,000

(1) 3,000

(6) 1,000
(7) 3,000 266,742,000

(3) 103,168,000
(4) 1,000
(5) 80,504,000

260,721,000
営 業 損 失 209,664,000

(1) 3,000

0

(2) 83,062,000

(4) 37,095,000
(5) 150,810,000
(6) 1,315,000

(1) 50,898,000

令和７年度　東彼杵町下水道事業　予定損益計算書
(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

(3) 62,397,000

(2) 1,000
(3) 1,000
(4) 157,000 51,057,000

(1) 9,104,000
(2)
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（単位：円）
１． 営業収益

下水道使用料
受託工事収益
他会計負担金
その他の営業収益

２． 営業費用
管渠費
ポンプ場費
処理場費
総係費
減価償却費
資産減耗費

３． 営業外収益
受取利息及び配当金
他会計補助金
他会計負担金
国県補助金
長期前受金戻入
資本費繰入収益
雑収益

４． 営業外費用
支払利息

５． 特別利益
過年度損益修正益
その他特別利益

６． 特別損失
減損損失
災害損失
過年度損益修正損
その他特別損失 0

18,985,000

(2) 1,000 4,000

4,000
当 年 度 純 利 益

250,989,000
197,656,000

244,393,000

27,752,000
経 常 利 益 216,641,000

営 業 損 失

(3) 101,602,000

(1) 3,000
(2)

(4)

(6)

62,077,000

1,000

(6) 2,000

18,985,000

(1) 27,752,000

0

(4) 1,000
(3) 1,000

(1) 1,000
(2) 1,000

18,985,000

0

(4) 30,076,000
(5) 150,120,000

令和８年度　東彼杵町下水道事業　予定損益計算書
(令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで)

(3) 61,248,000

(1) 53,209,000
(2) 1,000

(4) 122,000
(3) 1,000

53,333,000

(1) 9,543,000
(2)

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

1,000
(5) 80,706,000

(7) 3,000

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

(1) 3,000
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（単位：円）

１． 固定資産
有形固定資産

イ．土地
ロ．建物

建物減価償却累計額
ハ．構築物

構築物減価償却累計額
ニ．機械及び装置

機械及び装置減価償却累計額
ホ．車両運搬具

車両運搬具減価償却累計額
ヘ．工具器具及び備品

工具器具及び備品減価償却累計額
有形固定資産合計

無形固定資産
イ．地役権
ロ．電話加入権

無形固定資産合計
固定資産合計

２． 流動資産
現金預金
未収金
未収金貸倒引当金

流動資産合計
資産合計

212,672,861
5,264,574,678

(2) 4,486,000
△ 1,478,745 3,007,255

526,884
5,051,901,817

(1) 209,665,606

458,640

936,235
73,150

131,247,811

4,357,540,607

△ 863,085

5,051,374,933
(2)

2,087,677

68,244

2,043,351△ 44,326

(1)
260,092,297

300,377,717

△ 21,899,418

△ 218,573,333

△ 617,478,950

153,147,229

令和７年度 東彼杵町下水道事業　予定貸借対照表
(令和８年３月３１日)

資産の部

4,975,019,557

518,951,050

-22-



３． 固定負債
企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債
企業債合計
固定負債合計

４． 流動負債
企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債
企業債合計

未払金
引当金

イ．賞与引当金
ロ．法定福利費引当金
引当金合計
流動負債合計

５． 繰延収益
長期前受金
長期前受金収益化累計額

繰延収益合計
負債合計

６． 資本金
固有資本金
組入資本金
繰入資本金

資本金合計
７． 剰余金

資本剰余金
イ．国庫補助金
ロ．他会計補助金
ハ．受贈財産評価額
ニ．その他資本剰余金
資本剰余金合計

利益剰余金
イ．減債積立金
ロ．利益積立金
ハ．建設改良積立金
ニ．当年度未処分利益剰余金
利益剰余金合計
剰余金合計
資本合計
負債資本合計

153,849,400
428,869,843
776,861,935

5,310,029,223

275,020,443
(2)

3,658,000
65,860,131
56,652,269
27,679,000

347,992,092

(1)
127,153,559
14,586,278
3,982,501

129,298,105

4,533,167,288

(1) 212,578,830
(2) 2,735,262
(3) 132,678,000

資本の部

154,672,229

(1) 3,022,669,105
(2) △ 457,941,118

2,564,727,987

323,000
1,923,000

(2) 11,028,000
(3)

1,600,000

(1)
141,721,229

141,721,229

1,813,767,072

1,813,767,072
1,813,767,072

(1)

負債の部
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（単位：円）

１． 固定資産
有形固定資産

イ．土地
ロ．建物

建物減価償却累計額
ハ．構築物

構築物減価償却累計額
ニ．機械及び装置

機械及び装置減価償却累計額
ホ．車両運搬具

車両運搬具減価償却累計額
ヘ．工具器具及び備品

工具器具及び備品減価償却累計額

チ．建設仮勘定

有形固定資産合計

無形固定資産

イ．地役権

ロ．電話加入権

無形固定資産合計

固定資産合計

２． 流動資産

現金預金

未収金

未収金貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

(1)
260,092,297

538,057,685

(2)

226,946,010

73,150

126,999,409

4,241,419,011

△ 26,147,820

△ 736,444,001

△ 245,477,907

△ 863,085

68,244

458,640

(2)

2,043,351△ 44,326

5,402,267,797

526,884

5,175,321,787

(1)

3,007,255

223,938,755

4,486,000

△ 1,478,745

令和８年度 東彼杵町下水道事業　予定貸借対照表
(令和９年３月３１日)

資産の部

153,147,229

4,977,863,012

783,535,592

936,235

2,087,677

6,110,000

5,174,794,903
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３． 固定負債
企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債
企業債合計
固定負債合計

４． 流動負債
企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債
企業債合計

未払金
引当金

イ．賞与引当金
ロ．法定福利費引当金
引当金合計
流動負債合計

５． 繰延収益
長期前受金
長期前受金収益化累計額

繰延収益合計
負債合計

６． 資本金
固有資本金
組入資本金
繰入資本金

資本金合計
７． 剰余金

資本剰余金
イ．国庫補助金
ロ．他会計補助金
ハ．受贈財産評価額
ニ．その他資本剰余金
資本剰余金合計

利益剰余金
イ．減債積立金
ロ．利益積立金
ハ．建設改良積立金
ニ．当年度未処分利益剰余金
利益剰余金合計
剰余金合計
資本合計
負債資本合計

200,266,000(3)

(1)
1,730,699,851

1,730,699,851

(1)
148,467,221

(2)
3,658,000

(1)
(2)

415,580,092

(1)

(2) △ 538,648,315
2,646,707,790
4,538,832,862

212,578,830
2,735,262

14,586,278

5,402,267,797

65,860,131
84,331,269
18,985,000

172,834,400
447,854,843
863,434,935

127,153,559

3,982,501
129,298,105

275,020,443

148,467,221

1,730,699,851

161,425,221

3,185,356,105

1,608,000

負債の部

資本の部

(1)

(3)

322,000
1,930,000

(2) 11,028,000
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数

建物　 20年～60年

構築物　 10年～60年

機械及び装置　 10年～25年

車両運搬具　 5年

工具器具及び備品　 2年～10年

２．引当金の計上方法

（１）賞与引当金及び法定福利費引当金

（２）貸倒引当金

（３）退職給付引当金

            

 ３．その他会計に関する書類作成のための基本となる重要な事項

令和７年度　東彼杵町下水道事業　注記表

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額

に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　債権の不能欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。
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Ⅱ．予定貸借対照表等関連

１．企業債の償還に係る一般会計の負担

２．賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

３．貸倒引当金の取崩し

Ⅳ．セグメント情報

　 １．報告セグメントの概要

　債権の不能欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　当該事業年度において、期末手当等として5,517,000円を支給、期末手当等に係る法定福利費として1,020,000円を支

出する予定であるため、賞与引当金1,583,000円、法定福利費引当金327,000円を取り崩す予定である。

事業区分

公共下水道事業

農業集落排水事業

漁業集落排水事業

事業の内容

公共下水道区域におけるし尿、生活排水の処理

農業集落排水区域におけるし尿、生活排水の処理

漁業集落排水区域におけるし尿、生活排水の処理

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、

一般会計が負担すると見込まれる額は1,106,193,000円である。

　東彼杵町下水道事業は、公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針

を決定していることから、公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業の３つを報告セグメントとしている。
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２．報告セグメントごとの営業収益等

公共下水道事業 農業集落排水事業 漁業集落排水事業 合計

セグメント資産 4,576,958,895 635,345,337 97,724,991 5,310,029,223

経常損益 22,230,000 3,024,000 2,425,000 27,679,000

△ 7,878,000 △ 209,664,000

営業費用 211,688,000 38,971,000

150,810,000

0 20,461,555

セグメント負債 4,000,809,066 461,917,967 70,440,255 4,533,167,288

その他の項目

一般会計繰入金

減価償却費

特別利益

特別損失

有形及び無形固定
資産の増加額

4,000

4,000 0 0 4,000

215,761,000

20,461,555 0

35,766,000 10,496,000

124,812,000

2,000 1,000 1,000

22,487,000 3,511,000

262,023,000

10,062,000

営業収益 42,914,000 5,959,000 2,184,000 51,057,000

項目

260,721,000

10,609,000

306,000

266,742,000

29,399,000

営業外収益

営業外費用

217,884,000

26,880,000

38,249,000

2,213,000

営業損益 △ 168,774,000 △ 33,012,000
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数

建物　 20年～60年

構築物　 10年～60年

機械及び装置　 10年～25年

車両運搬具　 5年

工具器具及び備品　 2年～10年

２．引当金の計上方法

（１）賞与引当金及び法定福利費引当金

（２）貸倒引当金

（３）退職給付引当金

            

 ３．その他会計に関する書類作成のための基本となる重要な事項

令和８年度　東彼杵町下水道事業　注記表

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額

に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

　債権の不能欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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Ⅱ．予定貸借対照表等関連

１．企業債の償還に係る一般会計の負担

２．賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

３．貸倒引当金の取崩し

Ⅲ．セグメント情報

　 １．報告セグメントの概要

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、

一般会計が負担すると見込まれる額は1,071,126,000円である。

　当該事業年度において、期末手当等として5,517,000円を支給、期末手当等に係る法定福利費として1,020,000円を支

出する予定であるため、賞与引当金1,600,000円、法定福利費引当金323,000円を取り崩す予定である。

　債権の不能欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　東彼杵町下水道事業は、公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針

を決定していることから、公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業の３つを報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 公共下水道区域におけるし尿、生活排水の処理

農業集落排水事業 農業集落排水区域におけるし尿、生活排水の処理

漁業集落排水事業 漁業集落排水区域におけるし尿、生活排水の処理
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２．報告セグメントごとの営業収益等

項目 公共下水道事業 農業集落排水事業 漁業集落排水事業 合計

営業収益 45,297,000 5,889,000 2,147,000 53,333,000

営業費用 202,722,000 38,065,000 10,202,000 250,989,000

営業損益 △ 157,425,000 △ 32,176,000 △ 8,055,000 △ 197,656,000

営業外収益 195,932,000 37,572,000 10,889,000 244,393,000

営業外費用 25,699,000 1,810,000 243,000 27,752,000

経常損益 12,808,000 3,586,000 2,591,000 18,985,000

セグメント資産 4,682,725,327 621,321,328 98,221,142 5,402,267,797

セグメント負債 4,041,083,498 431,602,958 66,146,406 4,538,832,862

その他の項目

一般会計繰入金 215,701,000 37,841,000 11,337,000 264,879,000

減価償却費 124,586,000 22,023,000 3,511,000 150,120,000

特別利益 2,000 1,000 1,000 4,000

特別損失 4,000 0 0 4,000

有形及び無形固定
資産の増加額

220,425,452 5,360,000 2,300,000 228,085,452
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予 算 参 考 資 料

長崎県　東彼杵町

令和８年度
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（収　入） （単位：千円）

1.下水道事業収益

1.営業収益

1.下水道使用料

東彼杵処理区

中尾・西部地区

音琴地区

2.受託工事収益

下水道工事収入

3.他会計負担金

4.その他の営業収益

申請及び検査手数料

督促手数料

更新及び新規手数料

雑収益

2.営業外収益

1.受取利息及び配当金

預金利息

2.他会計補助金

一般会計繰入金

3.他会計負担金

一般会計繰入金

4.国県補助金

国庫補助金

5.長期前受金戻入

長期前受金戻入

6.資本費繰入収益

資本費繰入収益

7.消費税及び地方消

費税 消費税及び地方消費税還付金

8.雑収益

雑収入 3

11,143 51 11,092

1.消費税及び地方消費税 11,143 11,143

3 3 0

1.雑収益 3

1 1 0

1.資本費繰入収益 1 1

80,706 80,504 202

1.長期前受金戻入 80,706 80,706

1.他会計負担金 101,602 101,602

1 1 0

101,602 103,168 △ 1,566

1.国庫補助金 1 1

62,077 83,062 △ 20,985

1.他会計補助金 62,077 62,077

1

3 3 0

1.預金利息 3 3

58,527 55,986 2,541

区分 金額

49,707

6,468

2,352

令和８年度　東彼杵町下水道事業会計予算　実施計画明細書
収益的収入及び支出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

説明

314,191 322,942

1.下水道使用料

△ 8,751

58,651 56,145 2,506

45

1 1

157 △ 35

1 0

1.受託工事収益 1

40

2.雑収益 1

1.手数料 121

255,536 266,793 △ 11,257

58,527

1 1 0

36

2.その他負担金

122

1

1
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（収　入） （単位：千円）

1.下水道事業収益 3.特別利益

1.過年度損益修正益

過年度収入

2.その他特別利益

令和８年度　東彼杵町下水道事業会計予算　実施計画明細書
収益的収入及び支出

4 4 0

3

1 1 0

1.その他特別利益 1 1

3 3 0

1.過年度損益修正益 3

項款
金額区分

本年度予定額目 説明
節

比較前年度予定額
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（支　出） （単位：千円）

1.下水道事業費用

1.営業費用

1.管渠費

備消耗品費

可搬式発電機燃料費

修繕費

通信料

建物災害共済保険料

MP保守管理及び重点点検業務委託

浄化槽汚泥引抜清掃料

調査作業委託料

JR用地使用料

制御盤設置用地借地料

車借上料等

2.ポンプ場費

備消耗品費

3.処理場費

備消耗品費

自家発電機燃料費

中尾グリーンセンター電気料

西部クリーンセンター電気料

中尾グリーンセンター水道料

西部クリーンセンター水道料

修繕費

浄化槽検査料(中尾地区)

浄化槽検査料(西部地区)

建物災害共済保険料

258,574 268,799 △ 10,225

10,499 10,016

10.備消耗品費 311

1 0

67,351 68,617 △ 1,266

25

11.燃料費 69 69

14.光熱水費 4,065 1,000

3,000

30

35

483

1

311

3,815

238

163

21.使用料及び賃借料 404

19.保険料 255 255

15.修繕費 10,528 10,528

18.手数料 37 12

21

9

374

10.備消耗品費 1 1

20.委託料 4,216

22.工事請負費 950 950

3,150

17.通信運搬費 320 320

19.保険料 48 48

242

11.燃料費 19 19

14.光熱水費 1,150 1,150

10.備消耗品費 242

15.修繕費 3,150

区分 金額

287,299 300,921 △ 13,622

令和８年度　東彼杵町下水道事業会計予算　実施計画明細書
収益的収入及び支出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

説明
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（支　出） （単位：千円）

1.下水道事業費用 1.営業費用 3.処理場費 東彼杵浄化センター汚泥収集運搬業務委託料

東彼杵浄化センター汚泥処分業務委託料

東彼杵浄化センター電気保安業務委託料

東彼杵浄化センター消防設備法定点検委託料

東彼杵浄化センター夜間機械警備委託料

東彼杵浄化センター水質検査及び溶出試験委託料

東彼杵浄化センター維持管理業務委託料

中尾地区処理施設維持管理・保守業務委託料

西部地区処理施設維持管理・保守業務委託料

電子マニフェスト利用料

アームロールコンテナ賃料

4.総係費

職員給料

扶養手当

住居手当

時間外手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

退職金手当負担金

特殊勤務手当

職員共済組合負担金

公務災害補償負担金

賞与引当金繰入額

法定福利費繰入額

普通旅費

研修旅費

消耗品費

燃料費

△ 7,439

10.備消品費 625 625

11.燃料費 270 270

5.賞与引当金繰入額 1,930

30,600 38,039

区分 金額

1,608

31,889

3,618

7,313

21.使用料及び賃借料 136 4

20.委託料 51,950 2,002

4,312

198

33

198

令和８年度　東彼杵町下水道事業会計予算　実施計画明細書
収益的収入及び支出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

2,387

比較
節

説明

322

4.法定福利費 3,471 3,436

35

2.給料 11,771 11,771

156

585

1,300

2,020

1,759

1,464

120

3

132

9.旅費 400 151

249

3.手当 7,407
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（支　出） （単位：千円）

1.下水道事業費用 1.営業費用 4.総係費 修繕費

料金後納郵便

一般電話料金

宅急便等運送料

電話代(中尾地区)

電話代(西部地区)

コンビニ収納事務手数料

銀行窓口収納事務手数料

公金振込手数料

公用車車検代行手数料

自動車自賠責保険料

自動車共済分担金

下水道賠償責任保険

積算システム保守料

RKKシステム保守料

複合機保守業務委託料

台帳更新業務

委託料

積算システム単価データ利用料

RKKシステム利用料

ETC使用料

複合機リース料

車借上料等

積算システム利用料

GovGuide利用料

各種会議負担金

職員研修負担金

下水道協会負担金

長崎県内土木設計積算システム協議会負担金

長崎県下水道設計積算検討会負担金

水洗便所改造資金あっせんに係る利子補給

地域循環資源センター会費

公用車車検代印紙

15.修繕費 85 85

令和８年度　東彼杵町下水道事業会計予算　実施計画明細書
収益的収入及び支出

29.公課費 9 9

44

271

26.負担金 725

区分 金額
款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較

節
説明

30

20

50

1

310

67

24

236

21.使用料及び賃借料 1,757 74

1,294

30

27

17

18

18.手数料 53 5

6

27

15

17.通信運搬費 207 61

55

11

40

40

18

27

192

291

234

1,097

19.保険料

20.委託料 1,815

75
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（支　出） （単位：千円）

1.下水道事業費用 1.営業費用 5.減価償却費

有形固定資産減価償却費

6.資産減耗費

固定資産除却費

7.その他営業費用

雑支出

2.営業外費用

1.支払利息

企業債利息

公営企業適用債利息

一時借入金利息

2.消費税及び地方消

費税 消費税納付金

3.雑支出

雑支出

3.特別損失

1.減損損失

減損損失

2.災害損失

災害損失

3.過年度損益修正損

過年度損益修正損

4.その他特別損失

その他特別損失

4.予備費

1.予備費

予備費 265

3

1

1

1.企業債利息

令和８年度　東彼杵町下水道事業会計予算　実施計画明細書
収益的収入及び支出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

区分 金額

265 265 0

1.予備費 265

265 265 0

3 3 0

1.過年度損益修正損 3

1 1 0

1.その他特別損失 1

1 1 0

1.災害損失 1 1

1 1 0

1.減損損失 1

6 6 0

1 1 0

1.雑支出 1

28,454 31,851 △ 3,397

1

27,281

66

3.一時借入金利息 405 405

701 2,451 △ 1,750

1.消費税及び地方消費税 701 701

27,752 29,399 △ 1,647

27,347

1 1 0

2.雑支出 1 1

2 1,315 △ 1,313

1.固定資産除却費 2 2

150,120 150,810 △ 690

1.有形固定資産減価償却費 150,120 150,120

説明
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（収　入） （単位：千円）

1.資本的収入

1.企業債

1.建設改良企業債

公共下水道事業債

2.補助金

1.国庫補助金

国庫補助金（社会資本整備総合交付金）

2.県補助金

県補助金

3.負担金

1.工事負担金

一般会計繰入金

2.受益者負担金及び

分担金 受益者負担金及び分担金

4.出資金

1.他会計出資金

他会計出資金

5.基金繰入金

1.基金繰入金

基金繰入金 1

1 0

1.基金繰入金 1

1 1 0

1

67,588 60,838 6,750

67,588 60,838 6,750

1.他会計出資金 67,588 67,588

36,537 16,557 19,980

33,785 14,955 18,830

1.工事負担金 33,785 33,785

2,752 1,602 1,150

1.受益者負担金及び分担金 2,752 2,752

122,050 34,400 87,650

1.国庫補助金 122,050 122,050

4,100 2 4,098

1.県補助金 4,100 4,100

126,150 34,402 91,748

区分 金額

65,400

65,400 20,800 44,600

1.建設改良企業債 65,400

295,676 132,598 163,078

65,400 20,800 44,600

令和８年度　東彼杵町下水道事業会計予算　実施計画明細書
資本的収入及び支出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

説明
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（支　出） （単位：千円）

1.資本的支出

1.建設改良費

1.建設事業費

ストックマネジメント計画策定業務委託

公共下水道事業変更計画策定業務委託

集落排水施設改築更新実施設計業務委託

管渠整備費

新規公共桝設置工事

管渠更新工事

処理場更新工事

処理場管理棟空調設備更新工事

水道移設補償費

2.固定資産購入費 マンホール鉄蓋購入費

2.企業債償還金

1.建設改良企業債

償還金 企業債元金(事業債)

企業債元金(適用債)

3.投資

1.基金積立金

基金積立金

4.予備費

1.予備費

予備費

1 1

250,895 71,757 179,138

2,200 △ 2,200 1.固定資産購入費 0 0

15,794

6,721

1

1,425

1,705

202,000

685 685

685 694 △ 9

1.予備費

令和８年度　東彼杵町下水道事業会計予算　実施計画明細書
資本的収入及び支出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

685 694 △ 9

1 1 0

1.基金積立金

1 1 0

137,002

4,721

141,723 137,824 3,899

1.建設改良企業債償還金 141,723

141,723 137,824 3,899

区分 金額

0

0

説明

9,749

13,500

393,304 212,476

28.補償費 0

180,828

250,895 73,957 176,938

22.工事請負費 214,880

20.委託料 36,015
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